
確定申告期の実務
令和6年度 消費税・贈与税の手引き等から確認



上記の手引等の内容を確認してみましょう。

確定申告期の実務に必携情報（確定申告の手引き以外）
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消費税の申告が必要な方(手引 P4)



3

納付と申告（手引 P37）◆申告・納付の期限

申告及び納付の期限 令和７年３月３１日(月)

振替納税による振替日 令和７年４月３０日(水)

◆申告書の提出について

郵便又信書便による送付の場合、通信日付印を提出日とみ
なす。

・レターパック ・定型郵便 ・定型外郵便

◆ QRコードによりコンビニエンスストアで現金納付
・ローソン、ナチュラルローソン、ミニストップ（いずれも
「Loppi」端末設置店舗のみ）

・ファミリーマート（「マルチコピー機」端末設置店舗の
み）

国税庁HPでQRコードを作成して納付。

・利用可能額は30万円以下。
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振替納税の利用について（手引 P37、48）
◆振替納税の新規（変更）申込み

・預貯金口座振替依頼書兼納付書送付依頼書に必要事項を
記入して、銀行印を押印のうえ、税務署又は金融機関に提
出

・e-Taxでも提出可（銀行印や電子証明書は不要）

・転居等で所轄税務署が変わった場合は、新たに振替納税
の手続きが必要。

⇒（個人の方）振替継続希望欄

申告書の第1表の右上、転居等により所轄の税務署が変わっ
た場合で、転居前の振替口座を継続希望する場合は〇印を
付すこと。

◆申込期限

令和７年３月３１日(月)

◆注意事項

振替納税は、申告期限までに申告書を提出された場合に
限り利用できる。
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課税売上（手引 P6）

⚫ 事業所得
個人事業者が棚卸資産を家事のために消費した場合は、通常の販売価額が課税売上げとなる。

ただし、仕入価額以上の金額で、通常の販売価額の50%以上の金額を課税売上げとしても認められる。

⚫ 雑所得
雑所得として計上した副業の収入についても、課税売上げとして計上もれに注意する。

⚫ 不動産所得
地代は、原則として課税売上げとならないが、貸付期間が1か月に満たない場合や、駐車場その他の

施設の利用に伴って土地が使用される場合は、課税売上げとなる。
また、住宅家賃も原則として課税売上げとならないが、貸付期間が1か月に満たない場合等は、課税

売上げとなる。

⚫ 譲渡所得

業務用固定資産を、負担付贈与により譲渡した場合や、法人に対して現物出資した場合は、課税売上

げとなる。

貸付用の建物を譲渡した場合は、譲渡損失が生じたとしても、その譲渡収入は、課税売上となる。



6

非課税取引（手引 P6）

○受取保険金

○消費税の還付金

○国や公共団体から支給を受ける助成金・
給付金等

・雇用調整助成金

不課税取引

✓ 課税対象としてなじまないもの

○土地の譲渡

○土地の貸付け（1ヶ月に満たないものを
除く）

○受取利息

✓ 社会政策的な配慮に基づくもの

○医師の社会保険診療収入

○物品切手等（商品券、ビール券等）の
販売代金

○住宅の貸付け（1ヶ月に満たないものを
除く）

免税となる輸出取引等

①国内からの輸出として行われる資産の譲
渡又は貸付け

②非居住者に対する工業権、著作物、営業
権等の無体財産権の譲渡又は貸付け

③非居住者に対する役務の提供（国内に所
在する資産に係る運送又は保管、国内にお
ける飲食又は宿泊など一定のものを除く）

④輸出物品販売場において行った免税対象
物品の譲渡
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軽減税率の適用対象の確認（P5）
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消費税額を計算する上での留意点（1/3）

1. 税務署からのお知らせ等による「消費税に関する事項」の確認

2. 消費税の還付申告の場合、「消費税の還付申告に関する明細書（個人事業主用）」の提出が必要。
ただし、中間納付還付税額のみの場合は、必要なし。

3. 納税義務の免除を受けない、又は受けることとなった場合の、消費税額の調整額の計算
令和5年分において免税事業者であった者が、令和6年分から課税事業者となった場合、又は令和5年

分において課税事業者であった者が、令和6年分から免税事業者になる場合には、棚卸資産に係る消費税
額の調整が必要。

4. 控除対象仕入税額の計算において、一括比例配分方式を採用している事業者は、この方法を2年間以上継
続適用した後でなければ、個別対応方式に変更不可。

◆ 消費税に関する事項

○ 「簡易課税制度選択届出書」「課税事業者選択届出書」「課税期間特例選択届出書」の提出状況

○ 中間納付税額

○ 中間納付譲渡割額

◆ 納付に関する事項

消費税の振替納税利用金融機関
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消費税額を計算する上での留意点（2/3）

5. 調整対象固定資産に係る消費税額の調整

次のいずれかに該当する場合は、控除税額の調整が必要。

A) 取得した調整対象固定資産に係る消費税額を、令和4年分の消費税の申告において次により控除した場

合で、令6年課税期間の末日において当該資産を有しており、当該課税期間の課税売上割合が著しく変

動したとき

•課税売上割合が95％以上で、全額控除した場合

•個別対応方式により、課税売上げと非課税売上げに共通して対応する課税仕入れとして控除した場合

•一括比例配分方式により控除した場合

B) 個別対応方式を適用している方が、取得した調整対象固定資産を、取得してから３年以内に、次によ
り用途を変更した場合。

•課税売上げにのみ要するものを、非課税売上げにのみ要するものに、用途を変更した場合

•非課税売上げにのみ要するものを、課税売上げにのみ要するものに、用途を変更した場合

※「調整対象固定資産」とは、棚卸資産以外の資産で、建物およびその附属設備、構築物、機械および
装置、船舶、航空機、車両および運搬具工具、器具および備品、鉱業権その他の資産で、一の取引単位の
価額（消費税および地方消費税に相当する額を除いた価額）が100万円以上のものをいう。
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消費税額を計算する上での留意点（3/3）

C) 居住用賃貸建物の取得等に係る仕入税額控除の制限の適用を受けた居住用賃貸建物について、次のいず
れかに該当するときは、その調整額の計算が必要

• 第三年度の課税期間の末日にその居住用賃貸建物を有しており、かつ、その居住用賃貸建物の全部又
は一部を調整期間に課税賃貸用に供した場合

• 居住用賃貸建物の全部又は一部を調整期間に他の者に譲渡した場合

6. 貸倒れに係る税額の計算
貸倒れが生じた場合は、債権の切捨ての事実を証する書類、その他貸倒れの事実を明らかにする書類

を保存が必要。
また、免税事業者であった課税期間における課税売上げに係る売掛金等の貸倒れや課税売上げに係る

債権以外の債権の貸倒れについては、貸倒れに係る税額の計算を行わない。当初の課税売上の消費税率
(5%や８%)を確認して、貸倒れに係る税額の計算を行う。

7. 簡易課税制度
基準期間（令和4年分）の課税売上高が5,000万円以下で、原則、令和5年12月末までに「消費税

簡易課税制度選択届出書」を提出している場合に適用。
第４種事業…加工賃等の料金を受け取って役務を提供する事業者

飲食サービス業
                     事業者が売却した業務用固定資産
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インボイス制度について（手引 P7~P9）

（１）仕入税額控除の要件《買手としての留意点》

• インボイス発行事業者か否かの確認

免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れは、原則として

仕入税額控除の適用を受けることはできない。

• 《経過措置》

＜仕入税額相当額の一定割合＞

令和５年10月1日 から令和８年９月30日まで………80％控除可能

令和８年10月1日から令和11年９月30日まで………50％ 控除可能

• 少額特例

基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売上高が5,000万円以下の

事業者は、令和５年10月１日から令和11年９月30日までの間、税込み１万円未満の課税仕入れに

ついて、一定の事項を記載した帳簿のみを保存することで仕入税額控除の適用を受けることが可能。
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インボイス制度について（２割特例用 手引 P2、P7）

（２）２割特例の留意点

①２割特例を適用できるかの検討

インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行

事業者となった事業者の方が適用できる。

②２割特例を適用するかの検討

２割特例を適用し（又は適用せずに）、消費税の申告を

行った場合には、その後、その申告について修正申告や更正

の請求により、２割特例を適用しないこととする（又は適用
する）ことはできない。

➂申告書作成上の留意点

• 課税期間の記載について

年の途中から課税事業者となった場合であっても、個人事
業者は暦年で記載すること。

・２割特例欄の記載
「税額控除に係る経過措置の適用(２割特例)」〇を付す
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インボイス制度について（２割特例用 手引 P2）

（２）２割特例の留意点

➃簡易課税制度選択届出書の提出の検討

右図(国税庁HP インボイス制度において事
業者が注意すべき事例集 令和５年１０月改定
より)のように、翌期は２割特例が適用できない
ケースもある。

⇒２割特例を適用した課税期間の翌課税期間
から簡易課税制度を選択する場合には、適用を
受けたい課税期間の末日までに消費税簡易課税
制度選択届出書を提出する必要がある。
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令和6年度分 贈与税の申告のしかた等

1. 贈与税の申告の必要な者

①暦年課税を適用する場合、贈与財産の合計額が基礎控除額（110万円）を超えるとき
②相続時精算課税を適用する場合には、相続時精算課税の選択に係る贈与者から贈与を受

けた財産の価額の合計額が基礎控除額（110万円）を超えるとき

2. 贈与税の申告書の提出期間

令和7年２月3日(月)から同年３月17 日(月)

3. 贈与税の納期限

令和7年３月17日(月)
※贈与税については振替納税の制度はないので要注意

4. 贈与税の申告書の郵送による提出等

郵便又は信書便で送付する場合、通信日付印により表示された日を提出日とみなされる。
ゆうパック、ゆうメール、ゆうパケットは、信書ではないので注意。
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令和6年度分 贈与税の申告のしかた等

6. 贈与税申告書の注意点
Ⓒ特例税率を適用する場合の注意点
・直系尊属である贈与者から財産の贈与を受け、か

つ、受贈者が贈与の年の１月１日において18歳以上で
ある場合には、「特例税率」を適用して贈与税額を計
算する。

・財産の贈与を受けた人（受贈者）の戸籍の謄本又は抄
本その他の書類でその人の氏名、生年月日及びその人が贈
与者の直系卑属に該当することを証する書類が必要。

・過去の年分において当該書類を提出している場合は、
申告書第一表に、提出した年分及び税務署名を記入する。

・一般贈与財産と特例贈与財産の両方の財産を贈与によ
り取得した場合は、それぞれの財産価格に対応する税額を
計算し、合計額を算出する必要あり。
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令和6年度分 贈与税の配偶者控除の特例について

〇贈与税の配偶者控除の特例の留意点

①適用できる者

✓婚姻期間が20年以上である配偶者から、

✓居住用不動産の贈与を受けた場合

又は金銭の贈与を受けその金銭で居住用不動産

を取得した場合

✓贈与を受けた年の翌年３月15日までにその居住

      用不動産を受贈者の居住の用に供し

   ✓その後引き続き居住の用に供する見込みである

✓基礎控除額（110 万円）のほかに、2,000 万円

を控除することができる。

②必要な手続

✓贈与税第１表

✓添付書類

③贈与税額が０円であっても、申告が必要。
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令和6年度分 相続時精算課税について

〇相続時精算課税を適用する場合の留意点
1.適用できる者
贈与者⇒60歳以上の者
受贈者⇒18歳以上でかつ贈与者の直系卑属で

である推定相続人又は孫

2.必要な手続

下記の書類を、贈与税の申告書の提出期限内に、受
贈者の住所の所轄税務署長に提出することが必要。

①「相続時精算課税選択届出書」（初年度のみ）

② 謄本等の添付書類（初年度のみ）

③ 贈与税申告書第１表及び第２表

3.その他

・「相続時精算課税選択届出書」は、贈与者ごとに

作成することが必要
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令和6年度分 住宅取得等資金の贈与の特例（1/2）

1. 概要

令和6年１月１日から令和6年12月31 日までの間に、父母や祖父母など直系尊属からの贈与により、自
己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の対価に充てるための金銭を取得
した場合において、一定の要件を満たすときは、受贈者ごとに、非課税限度額までの金額について、贈
与税が非課税となる。

2.注意点

✓平成 21 年分から令和5年分までの贈与税の申告で「住宅取得等資金の非課税」の適用を
受けたことがある方は、原則として、この特例の適用を受けることができない。

✓ 当適用を受ける人の令和6年分の所得税に係る合計所得金額が、 2,000万円超（新築等をする住宅用
の家屋の床面積が40㎡以上50㎡未満の場合は、1,000万円超）である場合には、この特例の適用はでき
ない。

✓住宅取得等資金の非課税の適用後の残額には、暦年課税にあっては基礎控除（110万円）を適用する
ことができ、相続時精算課税にあっては特別控除（2,500万円）を適用することができる。この相続時
精算課税の適用は、原則として、父母や祖父母からの贈与に限られる。
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令和6年度分 住宅取得等資金の贈与の特例（2/2）

3. チェックシートの区分について

➢ 左の表（Ｐ26）の区分に応じて、使用する
チェックシートを確認すること。

➢ 各チェックシートに必要な添付書類が記載
されているので、添付書類の確認を行うこと。
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令和6年度分 財産債務調書の提出について

(1)提出する必要のある者
①以下のすべてを満たす者
・所得税の確定申告書を提出すべき者又は一定の所得税の還付申告書を提出することができる者
・その年分の退職所得を除く各種所得金額の合計額が2,000万円を超えていること
・その年の12月31日において、その価額の合計額が3億円以上の財産又はその価額の合計額が1億円
以上の国外転出特例対象財産を有していること
②居住者の方で、その年の12 月31 日においてその価額の合計額が10 億円以上の財産を有する者

※1.財産の価格の合計額の算定には、国外に所在する財産も含めて算定する必要がある。
2.「財産の価額」とは、財産の価額の総額をいい、債務の金額を差し引かずに算定する。
3.相続開始年の年分の財産債務調書については、その相続又は遺贈により取得した財産又は債務を
記載しないで提出することができる。
4.財産債務調書の提出期限まで（その年の翌年の１月１日から６月 30 日までの間）に、財産債務
調書を提出しないで死亡したときは、財産債務調書の提出を要しない

（2）提出期限

令和7年6月30日(月)
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確定申告期の主な提出書類

届出書名 期限 摘要

所得税の青色申告承認申請書

令和7年3月17日

青色事業専従者給与に関する届出

青色事業専従者給与に関する変更届出書

所得税の棚卸資産の評価方法の届出

所得税の減価償却資産の償却方法の届出

相続時精算課税選択届出書 添付書類

おわりに

贈与税の申告や財産債務調書の作成に当たっては、用意すべき書類が多く、
取得に時間がかかるため、早めの準備をお願いします。
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